
番　号 3 所管府省名

特定・非特定
の別

非特定

１ 組織名及び職員数等

非常勤

144人 32人

プロパー職員数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 144人 32人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

25人 0人

プロパー職員数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 25人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

5人 0人

プロパー職員数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 5人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

発足時 154人 18人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 122人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

0人 0人

32人 18人

同上 157人 22人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 118人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

1人 0人

38人 22人

同上 144人 21人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 103人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

14人 0人

27人 21人

同上 148人 22人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 95人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

30人 0人

23人 22人

移行後の採用者数

その他（民間等からの出向等）

移行前（発足時の前日）

平成１６年４月１日現在

経済産業省

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

独立行政法人日本貿易保険
（http://www.nexi.go.jp）

その他（民間等からの出向等）

その他（民間等からの出向等）

平成１４年４月１日現在

Ａ　経済産業省貿易経済協力局貿易保険課

（平成１３年４月１日現在）

独立行政法人日本貿易保険

その他（　　　　）

移行後の採用者数

移行後の採用者数

その他（民間等からの出向等）

調 査 票

平成１５年４月１日現在

独立行政法人名
（HPアドレス）

移行後の採用者数

Ｂ　経済産業省近畿経済産業局貿易保険課

その他（　　　　）

Ｃ　経済産業省中部経済産業局貿易保険課

その他（　　　　）



同上 149人 24人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 84人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

41人 0人

24人 24人

同上 153人 25人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 80人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

48人 0人

25人 25人

同上 140人 30人

旧組織からの移行者（プロパー職員）数 0人 0人

所管官庁からの出向者数 66人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 0人 0人

49人 0人

25人 30人

２ 指定職又は役員数等

非常勤

0人 0人

発足時（平成１３年４月１日現在） 4人 1人

0人 0人

4人 1人

0人 0人

4人 1人

0人 0人

4人 1人

0人 0人

4人 1人

0人 0人

4人 1人

0人 0人

3人 1人

0人 0人

その他（民間等からの出向等）

平成１９年４月１日現在

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１８年４月１日現在

移行前（発足時の前日）

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

移行前において指定職・役員であった者の数

平成１６年４月１日現在

役員数等

常　勤

平成１７年４月１日現在

平成１９年４月１日現在

移行後の採用者数

移行後の採用者数

その他（民間等からの出向等）

平成１７年４月１日現在

移行後の採用者数

その他（民間等からの出向等）

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１８年４月１日現在



３ 指定職・役員給与総額及び個人別給与年額

発足時（平成１３年度：平成１３年４月～１４年３月）

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

発足時（平成１３年４月～平成１４年３月）

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度

14,968千円

800千円

18,237千円

23,507千円

21,771千円

監事

監事（非常勤）

800千円

22,924千円

理事 19,730千円

800千円

18,699千円

800千円

76,280千円

役　　　職　　　名

-

理事長

71,905千円

76,670千円

－

1,587千円

理事 20,042千円

23,189千円

15,786千円

理事長

監事（非常勤）

14,650千円

15,354千円

800千円

報　　酬　　年　　額

監事

監事（非常勤）

23,900千円

理事 20,564千円

19,004千円理事

指　　定　　職　・　役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

支　給　年　度

支　給　年　度

0千円移行前の最終１年度間　（平成１２年度）

報　　酬　　総　　額

79,622千円

77,693千円

指　　定　　職　・　役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

68,003千円

18,525千円

15,742千円

理事長 19,772千円

理事 17,039千円

理事長

14,589千円

13,113千円

理事長

監事

理事

監事

理事

理事

監事

監事（非常勤）

監事（非常勤）

理事長　（２月）

理事

移行前の最終１年度間（平成１２年度）

理事長　（１１月）

理事



平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

備考
　・　独立行政法人以前は、経済産業省貿易経済協力局貿易保険課であり、指定職、役員はいないため。
　・　役員は、非常勤を含む
　・　非常勤監事の報酬は、年度末一括支払いのため、４月～９月までの間に給与等は支給していない。
　・　平成14年度の理事長の就任日は平成15年2月26日であるため、前任については「１１月」、後任については
　　　「２月」と記載。また、平成19年度の理事の就任日は平成19年7月24日であるため「３月」と記載。

監事（非常勤） 800千円

理事長

理事

理事　（３月）

監事 5,481千円

11,548千円

2,315千円

13,519千円

20,030千円

18,448千円

監事 14,203千円

理事

理事



４ 役員氏名等
（平成１９年４月１日現在）

公務員
経験

独法等
役員経験 就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

○ － H15.2.26 ５８歳

非常勤 有給

評議員 非常勤 無給

－ － H17.4.1 ５６歳

非常勤 無給

－ － H19.4.1 ５９歳

非常勤 有給

非常勤 有給

－ ○ H13.4.1 ７４歳

常勤 有給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

非常勤 無給

大林　直樹

（独）日本貿易保険総務部審議役　平17.3.31退職

備考
　・個人情報保護の観点から報酬年額等は記載していない。
　・今井監事（非常勤）については、把握している範囲での記載である。

今井　敬

新日本製鐵株式会社相談役名誉会長（現職）

新日本製鐵株式会社 相談役名誉会長

監事（非常勤）

西川　茂樹

今野　秀洋

昭４３年　通商産業省入省
商務流通審議官、貿易局長、通商政策局長、経済産業審議官
平14.7.30　退職
平14.9　（株）損保ジャパン顧問
平15.2.25　退職

アジア太平洋研究科客員
教授

（財）国際経済交流財団

理事長

早稲田大学大学院

フィンテックグローバル（株） 顧問

（財）日本オペレッタ協会 評議員

帝国繊維（株） 監査役

理事

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

監事

（財）貿易保険機構　参事　平19.3.31退職

（社）日本原子力産業協会 会長

会長（社）日本租税研究協会

（財）全日本交通安全協会

（財）ベターリビング

（財）日本国際フォーラム 会長

会長

会長



５ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

0千円 常　勤 常　勤 －

（0千円） 非常勤 非常勤 －

平成１４年度 9,177千円 常　勤 常　勤 －

(9,177千円) 非常勤 非常勤 －

平成１５年度 0千円 常　勤 常　勤 －

（0千円） 非常勤 非常勤 －

平成１６年度 23,739千円 常　勤 常　勤 1.0年    

(22,798千円) 非常勤 非常勤 －

平成１７年度 827千円 常　勤 常　勤 1.5年    

（0千円） 非常勤 非常勤 －

平成１８年度 1,608千円 常　勤 常　勤 2.5年    

（0千円） 非常勤 非常勤 －

役　　職　　名

発足時（平成１３
年４月～１４年３
月）

－

平成１４年度 理事長

平成１５年度 －

平成１６年度 理事

監事

平成１７年度 -

平成１８年度 理事

監事

６ 独立行政法人評価委員 引き続き調査中

－

－

2,239千円
((755,900円×12.5/100×12月）+(737,000円
×12.5/100×12月))×1.0(業績勘案率未決
定)≒2,239,400円

(((782,100円×36/100×12月)＋(755,900円
×28/100×21月))×1.05)＋（（755,900円
×12.5/100×15月）×1.0）≒9,632,000円

-0千円

(((1,068,900円×36/100×12月)＋(1,033,300円
×28/100×21月))×1.05)＋((1,033,300円
×12.5/100×15月)×1.0)≒13,165,800円

(1,251,400円×36/100×12月)＋(1,224,400円
×28/100×11月))×1.0
＝9,177,200円

発足時（平成１３
年４月～１４年３
月）

支給年度

退職年度

0千円

470千円

0千円

9,177千円

413千円

0千円

0千円

0千円

計　　算　　式

0千円

左の平均勤続年数

退職金額

0千円

職員に対する退職金平均支
給額

0千円

0千円

804千円

役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

0千円

0千円

15,042千円

((990,650円×36/100×12月)+(958,000円
×28/100×21月))×1.05+((958,000円
×12.5/100×15月)+(958,000円×12.5/100×12
月)+(934,000円×12.5/100×12月))×1.0(業績
勘案率未決定)≒15,042,600円

13,166千円

9,632千円



13 独立行政法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

4年
以上

対象人数

発足時（平成13年４月
～14年３月）

- - - - - - - -

平成１４年度 - - - - - - - -

平成１５年度 - - - - - - - -

平成１６年度 - - - - - - - -

平成１７年度 - - - - - - - -

平成１８年度 1人 1人 - - - - 独立行政法人 0人

平成１９年度（４月～９
月までの６カ月分）

1人 - 1人 - - - 独立行政法人 0人

14 中期計画の数値目標等

計画期間

（a）信用リスクに係る保険金査定については、査定期間を１５０日以下にすること。

（b）業務の効率化の指標として、業務費率を中期目標の期間中に１８％以下にすること。

（c）中期計画期末の管理部門の人員数を期初の１００％以内とすること。

発足時（１３年４月～１
４年３月）

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

計画期間

-

0円

出向職員数

-

-

経過年数

出向先の区分

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額

-

達　成　状　況 評　価　結　果

中　　期　　計　　画　　に　　定　　め　　ら　　れ　　た　　数　　値　　目　　標　　一　　覧

備考
　・平成１８年度出向職員と、平成１９年度出向職員は同一人物。

-

0円

　　　第１期　　　平成１３年度　～　平成１６年度

(a)92日、(b)１１．１％、(c)９３％

(a)１１３日、(b)１２．４％、(c)86%

(a)Ｂ，(b)Ｂ、（ｃ）－

(a)AA、(b)A、（ｃ）－

(a)AA、(b)A、（ｃ）－

(a)AA、(b)A、（ｃ）－(a)７２日、(b)１１．７％、(c)71%

（a）信用リスクに係る保険金査定については、査定期間を６０日以下にすること。

（b）業務費（人件費を含む）については、段階的に削減し、中期目標期間の最終年度（平成２０年度）において、第一期
中期目標期間の最終年度（平成１６年度）の実績と比較して１０％を上回る削減を達成すること。

（c）信用リスクに係る保険事故債権については、中期目標期間終了時において期間平均の回収実績率を２０％を達成
すること。

(a)６６日、(b)１０．４％、(c)79%

　　　第２期　　　平成１７年度　～平成２０年度

中　　期　　計　　画　　に　　定　　め　　ら　　れ　　た　　数　　値　　目　　標　　一　　覧



平成１７年度

平成１８年度

15 中期計画期間における特筆すべき研究あるいは業務の成果

(a)57日、(b)4．7％、(c)62.9％ (a)A、(b)A、（ｃ）AA

１．①簡素化された新保険料体系に移行（平成１６年１０月）
　　②保険料手続の簡素化を継続的に実施

２．①「お客様憲章」を制定（平成１５年４月）、「お客様相談室」を設置（平成１４年４月）。お客様からの相談につい
　　て、確実なフォローアップを実施。
　　②債権業務部の設置、管理システム開発、データベース整備等を行い、査定回収業務の迅速化を図り、信用
  　リスクに係る保険金査定期間（第１期中期計画：１５０日以下、第２期中期計画：６０日以下）の目標を達成。

３．顧客満足度調査（お客様アンケート）において、「大いに評価できる」との声が上昇。

４．中長期Ｎｏｎ－Ｌ／Ｇ信用案件の積極的な引受け

５．①顧客ニーズに対応し、てん補率を拡大
　  　中長期ソブリン案件を１００％、Ｎｏｎ－Ｌ／Ｇ信用案件を９５％まで、てん補率上限を拡大。
　　②顧客ニーズに対応した商品・サービスの改善
　　  海外投資保険の抜本的拡充（テロ、ＳＡＲＳ等による損失をてん補対象とする）、知的財産権等ライセンス保
    険・中小企業輸出代金保険・資源エネルギー総合保険の創設、新たな組合包括制度の実施、海外輸出信用
　　機関とのネットワークの拡充　等。

６．保険料収入の実績は、中期目標のベースである３２９億円（平成１２年度当初値）をいずれも上回っている。

７．サービサー（現地における専門の債権回収業者）制度を導入（平成１４年１０月）。管理システム開発・案件デー
  タベース整備等債権管理の強化。債権業務部の設置（平成１６年４月）による回収体制の抜本的強化。

８．信用事故回収実績率は、いずれも中期目標を上回る実績。

９．平成１６年度に名古屋支店を廃止（大阪支店への業務統合）、営業・商品開発体制、回収体制を強化・効率化。

１０．グループ体制の採用による組織のフラット化、適切な人員配置に努めるとともに、派遣社員の活用、一部の保
   険商品の販売について、民間損保への委託等を実施。

１１．業務比率は、いずれの年度も目標値を達成。

１２．①「ＮＥＸ情報化計画」を策定
　　　②外部業者を活用して、業務分析・新業務フローの策定を行い、ソフトウェア仕様書を作成。
　　　　　・リスク分散・拡張性確保・競争原理導入等のために３つのサブシステムに分割開発。
　　　　　・顧客サービス向上（オンライン申請等）、業務効率の向上（案件管理等の新機能の追加等）。
　　　③仕様書による競争入札及び次期システム用ハードウェアの一般競争入札を実施（仕様書による競争入札
      の落札価格は、４２．７億円と、現行システムと比較し約４４％の節約。

１３．金融資産（現預金残高等）は着実に増加

１４．平成１８年１０月にコンプライアンス委員会を設置し、内部監査、組織内コンプライアンスの推進、情報セキュリ
　　ティの対策強化等を図る。

達　成　状　況 評　価　結　果

備考
　（評価結果の基準）
　　ＡＡ：中期目標の内容を上回る成果を上げている。
　　Ａ　：中期目標の内容を達成している。
　　Ｂ　：中期目標の内容をほぼ達成している。
　　Ｃ　：中期目標の内容が達成されていない。
　　Ｄ　：中期目標の内容の達成が著しく不十分である。
　　　※平成１３年の評価は「Ａ～Ｅ」の５段階評価。

(a)46日、(b)7.9％、(c)32.4％ (a)A、(b)B、（ｃ）A



17 行政組織から独立行政法人への再就職

（平成19年4月1日現在）

(独）日本貿易保険参事 北爪　由紀夫 平成13年4月

(独）日本貿易保険理事長 今野　秀洋 平成15年2月

(独）日本貿易保険グループ長 平戸　一義 平成15年4月

(独）日本貿易保険室長 土屋　為由 平成15年4月

(独）日本貿易保険室長 山本　浩二 平成15年4月

(独）日本貿易保険調査役 山　雄久 平成15年4月

(独）日本貿易保険グループ長 佐藤　隆夫 平成15年9月

(独）日本貿易保険次長 上田　晴義 平成16年6月

(独）日本貿易保険調査役 近藤　祐子 平成17年4月

(独）日本貿易保険主任 服部　美雪 平成17年4月

(独）日本貿易保険調査役 原田　由美子 平成17年7月

(独）日本貿易保険主任 小田　正弥 平成17年7月

18 独立行政法人から他の法人への再就職

(独）日本貿易保険監事 三宅　豊 通商産業省 平成17年4月
(財)貿易保険機構　顧
問

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ室長

　「出身組織」欄は、その者が最も長く所属していた組織を記載しており、国の組織の場合は、「府省名」
を、当該独立行政法人（前身の法人を含む）の場合は「独法」と、その他（民間企業、地方自治体等）の場合
は「その他」と記載している。

国の行政組織での最終役職名

特許庁総務部長

経済産業審議官

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課財
務室財務班長（課長補佐）

経済産業省近畿経済産業局神戸通商事務
所貿易保険課総括係長

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課事
務経理係長

独立行政法人（前身の法人）
での最終役職名

備考
　・再就職者については、把握している範囲での記載である。

独立行政法人へ
の再就職年月

独立行政法人での役職名 氏　　　名

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課経
理班長（課長補佐）

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課貿
易保険調整官

出身組織
他の法人への再
就職年月

氏　 　名 再就職先での役職名

経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材
課係長

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課財
務室係員

経済産業省貿易経済協力局貿易振興課係
員

経済産業省貿易経済協力局貿易保険課財
務室係長
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